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職員団体交渉（全労働青森支部）議事概要 

 

 青森労働局長（当局）は、平成 30 年 12 月 11 日（火）、全労働省労働組合青

森支部執行委員長（全労働）と交渉を行った。 

 この交渉の概要は、以下のとおりである。 

 

（全労働） 

１．労働行政体制の拡充について 

２.「労働基準監督署の組織・業務改革」について 

３．賃金の改善 

４．定年延長・高齢期雇用について 

５．都道府県労働局の「新人事制度」について 

６．公務員宿舎の確保について 

７．非常勤職員の労働条件改善について 

８．昇格改善について 

９．人事評価制度への対応について 

10．健康・安全の確保 

11．労働条件関連予算の拡充等について 

12. 労働時間の適正管理等について 

 

（当局） 

１．労働行政体制の拡充について 

厳しい定員状況等の中においても、行政ニーズに応じた効率的かつ効果的な

行政運営体制を構築するためには、より一層の業務簡素・合理化が重要である

と認識している。 

新規施策の導入や業務集中化等の業務変更に当たっては、支部と意見交換し

ながら、誠実に対応していきたい。 

 

２.「労働基準監督署の組織・業務改革」について 

労働基準監督署の組織・業務改革について、業務の状況を把握し、業務が適

正に遂行されるよう、引続き誠意をもって対応していきたい。 

 

３．賃金の改善、４．定年延長・高齢期雇用について 

公務員の賃金については、社会一般の情勢を反映した適正な水準にすべきで

あるとともに、国の行政組織の実態、公務の特殊性及び職員の生活実態等を十

分考慮し、公務員が安心して職務に精励できるように適切な措置を講ずること

が必要と認識しており、給与については、国民の奉仕者としてふさわしい、社

会一般の情勢に適応した適正な給与が支給されるべきである。 
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特に全国斉一行政を展開し、広域での異動をしてきていることも踏まえて、

そうしたものを阻害することのないよう、制度の見直し、あるいは運用に当た

っては、慎重な取り扱いがなされるべきである。 

また、社会一般情勢に適応すること（民間準拠）は必要であるが、その中で、

職員のモチベーションアップにつながる賃金の改善等が必要である。 

特に再任用職員については、長い行政経験を十分に発揮しうるような体制整

備が必要である認識している。 

 

５．都道府県労働局の「新人事制度」について 

新人事制度については、監督官、共通採用事務官のいずれについても、その

専門性を有する職員の育成を図るため、支部からのご意見等もいろいろな場面

で聞きつつ、運用をしてきているところである。 

 

６．公務員宿舎の確保について 

公務員宿舎については、主として福利厚生（生活支援）としての宿舎は認め

ないとの方針のもと、縮減が図られてきているところであるが、真に公務上必

要な宿舎の整備については必要であると認識している。 

 

７．非常勤職員の労働条件改善について 

  定員削減が続く労働行政の職場にとって、非常勤職員は行政運営に必要不

可欠な存在となっている。ここ数年、定員の削減が続いているが、これ以上

の削減とならないよう、本省へ強く訴えてまいりたい。 

   

８．昇格改善について 

給与については、国民の奉仕者としてサービスを十二分に提供していく上で

は、職員のモチベーションアップが図られるよう、職務内容にふさわしい待遇

が必要であると認識している。 

 

９．人事評価制度への対応について 

人事評価については、評価についての信頼が何よりも重要であり、評価の斉

一性や公正性を保ち、恣意的な運用とならないように努めている。今後ともそ

うした努力をしてまいりたい。 

 

10．健康・安全の確保、11．労働条件関連予算の拡充等について 

職員の健康管理や安全の確保は重要だと考えており、特定保健指導の受診勧

奨やメンタルヘルス対策等に今後もきちんと取り組んでいきたい。 

また、安心して職務に専念できる職場環境の整備のために必要な予算の確保

のため、本省へ積極的に働きかけを行ってまいりたい。 
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12. 労働時間の適正管理等について 

適切に管理を行うとともに、超過勤務を命じる際の原則について、あらゆる

機会を捉え指導・徹底してまいりたい。 

 

以上 


